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平成30年1月1日施行

平成29年3月31日に雇用保険法等の一部が改正され、改正内容によって段階的に育児休業等

の改正法が施行されていきました。今回は、平成30年1月1月に施行される内容についての

ポイントを載せていこうと思います。

教育訓練給付金の改正 技術を身につけて  学習を支援する制度です
教育訓練給付金 一般教育訓練給付…

専門実践教育訓練給付
受講費用の20％まで支給(上限10万円)

【専門性の高い資格や分野の学習】

教育訓練支援給付金の改正
失業中に専門実践教育訓練を受講している人に支給されます

  現在雇用
されている人

失業中の人

労働契約締結前の労働条件等の明示
求職者等が、労働契約の締結前に募集広告で示された労働条件と異なる内容が含まれていないか
どうかを確認できるように、求人者等に明示する義務が課されました！

明示の方法は、書面の交付で！

(受講するためには細かい規程があります)

○看護師などの医療福祉系の資格

○会計・経営学

○IT関係の資格取得など

※平成30年1月からは、追加分を合わせると  　受講費用の70％が支給されるということに!45歳未満の離職者 今回の法改正で基本手当の50％から80％に拡充！
　　　　(平成30年→平成33年まで延長!) 今まで 1月1日から

年間上限 40万円32万円受講費用の 40％ 50％
追加給付 +20％+20％ +16万円+56万円+48万円追加給付の 年間上限合計 60％ 70％
年間上限合計

+16万円
当初の明示と

 当初の明示と
異なる労働条件
がないか確認が  必要ですね(例)

基本給30万円/月 → 基本給25万円/月
基本給25万円～30万円/月 → 基本給27万円/月
基本給25万円、皆勤手当1万円/月 → 基本給25万円/月
基本給25万円 → 基本給25万円/月、皆勤手当1万円/月異なる内容の労働条件を掲示

範囲内で特定された労働条件を掲示
明示していた労働条件を削除
明示していなかった労働条件を新たに掲示

【対象者】

【対象者】

今回の改正は  こっち を支援する制度です

追加給付制度…受講終了～1年以内に資格を取得、正社員              などで雇用された場合、追加で受講費用の              20％が支給される制度です。
こんな場合に必要！

雇用保険法等の⼀部改正が⾏われます！




